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再エネ100 % RITE試算は他の2倍以上
WWFジャパン他の試算と乖離 どこがどう違う？

田中勇伍、松尾直樹氏 「再エネ100%
シナリオは本当に現実的でないの
か？」（IGES）からRITE：財団法人地球環境産業技術研究機構



再エネ100%ケーズ
だけ高いのは前提
に問題。





前提条件 実 自然的 社会的制約 上 制約 精緻 織 素 精緻 場合
源 更 増/減 可能性

参考値のケ ス（ 2050年） イノ シ ケ ス（ 2050年）

想定 考え方 想定 考え方

再
エ
ネ

価
格

PV 約10～17円/ kWh

WT 約11～20円/ kWh

資本費
発電 W G 参考 設定

（ 設備 及 工事 土地造成 低減想定） PV 約6～10円/ kWh

WT 約8～15円/ kWh

資本費

I RENA,  W EO 将来見通 参 想定
運転 持費 運転 持費

設備利用率 GIS （ 日 量 風況） 作成 世界 整合的 設備利用率 GI S （ 日 量 風況） 作成 世界 整合的

統
合
費
用

約4円/ kWh前後
（ 研 分 太 光

風力 統合費用）

電 費
約1 . 5万円/kW h

米NREL 見通 約4円/ kWh前後
（ 研 分 太 光

風力 統合費用）

電 費
約1 . 5万円/kW h

米NREL 見通

系統増強費 電力広域的運営推進機関資料 想定 系統増強費 電力広域的運営推進機関資料 想定

上
限

PV 約7,500億kWh

WT 約3,000億kWh
上限制約 GI S 日 量 風速 土地利用 設定

PV 約7 ,500億kWh

WT 約3,000億kWh
上限制約 GI S 日 量 風速 土地利用 設定

原
子
力

価
格

約13円/ kWh
( 2018年価格換算)

資本費 設備費 4075$/kW
NEA 発電 W G 参考 設定 約13円/ kWh

( 2018年価格換算)

資本費 設備費 4075$/kW
NEA 発電 W G 参考 設定運転 持費 運転 持費

設備利用率 上限85% 設備利用率 上限85%

上
限

10% 上限制約 一部 設 60年運転 想定 20% 上限制約
国民 信頼回復 新増設 実現 機

的 想定

水
素

価
格

発電 約16-27円/ kWh

水素 約25-45円/ Nm 3

資本
運転 持費

設備費 1160$/kW
（ 高効率 CC設備費＋NOx 対策費 60$/kW追加 想定）

発電 約13-21円/ kWh

水素 約20-35円/ Nm 3

資本
運転 持費

標準 同

料費 各種文 設定 内 計算 料費
海外 製造 低減 非常 安価

技術実現

設備利用率 上限85% 内 計算 設備利用率 上限85% 内 計算

上
限

なし 上限制約 輸入量 上限制約 なし 上限制約 輸入量 上限制約

化
石
＋
C

C

S

価
格

発電
石 力 約13円/kW h

力 約16円/kW h

CCS

石 力 約7 . 4千円/tCO2
力 約10千円/tCO2

注： CO2 線
想定 CCS 行

変

資本
運転 持
料費

設備費 1100-1700$/kW
(高効率石 発電： 1700$/kW 高効率 CC発電:

1100$/kW CO2回収設備費 加 回収 場合 （ 実際
回収設備容量（ 設置比率） 内 計算 ） 約

2100$/kW 約1450$/kW相当)
（ NEA 発電 W G 参考 設定）

発電
石 力 約13円/kW h

力 約16円/kW h

CCS

石 力 約7 . 4千円/tCO2
力 約10千円/tCO2

注： CO2 線
想定 CCS 行

変

資本
運転 持
料費

標準 同

CCS価格 各種文 設定 CCS価格 各種文 設定

設備利用率 上限85% 内 計算 設備利用率 上限85% 内 計算

上
限

国内 0 .9億tCO2/ 年
海外 2 .4億tCO2/ 年

上限制約
国内 GIS 設定 制約

設定 海外 輸送船 調達量 制約 設定
国内 2.7億tCO2/ 年
海外 2.8億tCO2/ 年

上限制約
国内 削 制約 海外 整備 制約

量 増加 想定
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RITE試算の設
定と考え方と
して示されて
いるもの



RITE試算の報告（2021.5.13 基本政策分科会）
委員：わが意を得たり派 vs 啞然。別の機関でもシナリオ分析が必要！

報道では・・・

• 試算では、再生可能エネルギーを54％、原子力を10％、水素やアンモニアを活用した火力発電を13％、排出
される二酸化炭素を吸収する技術を組み合わせた火力発電を23％と仮定しました。
その場合、発電コストは1キロワットアワー当たり24円余りとなり、現在の2倍程度に膨らむということです。
また、再生可能エネルギーの割合を100％にした場合は、コストは今のおよそ4倍になるとしています。
これに対し、出席した委員からは「コストを抑えるための技術革新が必要だ」とか「製造業の競争力の低下も
考慮しなければならない」といった意見が相次ぎました。（NHK）

• 産業競争力の観点から、電力コスト上昇に懸念を示す声が委員から出た。豊田正和・日本エネルギー経済研究
所理事長は「極めて衝撃的と言わざるを得ない。今でも高い電気代が倍になれば、製造業に日本から出て行け
と言っているようなものだ」と述べ、相対的にコストが低い原子力について、新増設を含む最大限の活用を訴
えた。田辺新一・早稲田大学教授は「（日本の）ものづくりをどうするか、いま一度考える必要がある」とし
た。（電気新聞）

• 提示された試算を受け、各委員からは、「足元で世界に比べ電力料金が高いうえに、再エネに振ると約２倍の
コストというのは衝撃的な試算だ。少しでも安くすることを考えるべき」、「やはり原発の活用は必要。具体
的な方向性を示すべき」といった意見が出された。（サンケイ）

• 試算では50年度に再生エネで54％、原発で10％を賄うと、電力コストは現状（１kWhあたり13円）の約２
倍となった。会合では委員から「電気代を抑えないと製造業の競争力はどうなるのか。原発は２割を維持すべ
きだ」との声が出た。50年度に2羽恵理を維持するには20基の原発が必要になる。経産省内にはあと２０年も
すれば技術継承が難しくなる。」との懸念があり、早期の立て替えが待ったばしとの意見が強い。(日経）

• 経産省は再生エネのコストが増える要因として、設備が消費地から遠いため送電線の増強が必要なことや、発
電が不安定になった時のために蓄電池を備えておくことなどを指摘。再生エネ以外でも、水素やアンモニアに
よる火力発電も燃料の輸送費などが高く、これらを要因に電気料金が上がると説明している。

一方、再生エネの費用はもっと安くなると主張する研究団体もある。この日の経産省総合資源エネルギー調
査会基本政策分科会では「再生エネ１００％の道を決して閉ざさないように」（東京大の松村敏弘教授）など
と、再生エネを敬遠する意見が強まることを懸念する声も上がった。(東京）



出発は「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長
戦略」(経産省2021.12.25）で「参考値」を提示

「2050年の電力需要」をどうとらえるかは、
定義されず



基本政策分科会2021.1.27資料

「再エネ100%
ケース」も、
化石燃料が残る
という想定だっ
たのだろうか？





RITEのシナリオ分析が早速、
参考値シナリオの根拠として登場



2020.12から2021.4
基本は変わらず



RITEの2050年コスト試算の怪！
再エネ導入で電気代が2倍、4倍・・要因は（本日は①,③,④を中心に）

RITE試算 WWF試算

① 2050年カーボンニュートラルの再エネ100％試算とは，電力部門だけ? 全部門を対象

② 再エネ50％で37円/ｋWhの統合費用?
参照 IGES 6月９日 再エネ100％シナリオは本当に「現実的ではない」のか？
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_lhkdjbG3SbGlyR_vcDSjSQ

③ 省エネに高い割引率 少ない省エネ量

④ エネルギーの4割超は化石燃料由来 DAC・CCUSで帳消し？

⑤ 再エネ・コストの低減を見込まず。
エネルギー研究会Webinarシリーズ（6）６月９日

「再生可能エネルギーのコストをどうみるか 〜 エネルギー基本計画の焦点」
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_i_09oRXbSp6x73F6sPoO2g

⑥ 原子力には甘い新設コスト、安全性コスト、運転維持コスト、事故対応コスト・・
参照 5月31日 大島先生分析

原発のコストはどうなっているのか 〜エネルギー基本計画の焦点（1）

<1円/kWh

58％減
なし

国際価格
学習効果反映

新設なし
フェーズアウ
ト

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_lhkdjbG3SbGlyR_vcDSjSQ
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_i_09oRXbSp6x73F6sPoO2g


化石燃料

原子力

水素アンモニア

再エネ

再エネコストが下がらない
理由。

発電量は2015年比1.4〜
1.5倍に増加。増加分の
約半分はDACの消費電力。

①１００％再エネシナリオとは



水素アンモニア輸入

化石燃料
2015年の約3分の1から
半分。他に材料用。
輸入費5-10兆円。
(「CCS無」も多い。
小口用の化石燃料が残
る？）

原子力

再エネ100%は
電力についてのみ

再エネ100%以外は2050年に
約2割の削減、人口減程度
(BAUに近い)。
DAC用電力消費（火発一次エネ
換算で今の1割)を含む。

化石燃料材料用

再エネはこれだけ。



すべてのシナリオで2倍以上の理由 その１

省エネ量は人口減＋α程度
高い割引率設定で、省エネは進まず



RITEの電力コスト（単価）結果

0 10 20 30 40 50 60

参考値

1再エネ100%

2再エネ技術革新

3原子力活用

4水素アンモニア

5CCUS貯留量増加

6カーシェアリング

電力コスト[円/kWh]

※注１ どのシナリオも電力部分の他に、非電力部分が4割超を占める
注２ 企業・家庭の負担は、電力単価だけでなく、省エネで低減する。

RITE試算：省エネをあまり見込まない想定(約1.4兆kWh)のうえ、単価も高い。



化石燃料材料用

電力

水素

化石燃料

CCS(DAC,空気中からのCO2
直接回収を含む)か、
BECCS(バイオマスCCS)

2015年比でエネルギー消
費削減は約3割。
人口が2割減であるので、
実質1割程度

化石燃料を残す想定。



割引率とは

割引率は将来の貨幣価値を
現在価値に引き直すもので、
いわば金利のようなもの。

車のローンは30%/年、冷蔵
庫25%、エアコン・トラッ
ク・バス20%と設定。

光熱費削減効果がある省エ
ネ対策は元が取れる対策。
RITEでは、利潤が確保され
るもの以外はやらなくてい
いという考え方。

省エネ量が少なく
なる理由は、
高い割引率



WWF
2050年脱炭素社会に
向けた100%自然エ
ネルギーシナリオ
(2021.5.28）では、

2050年のエネルギー
需要は2015年の42%



割引率を低くすると対策コストは下がる
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割引率3%でも
全ての対策でもとがとれる
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割引率16%では
多くの対策がもとがとれない計算に

削減コスト=(初期投資-光熱費削減×年数)/CO2削減量



石炭・ガス火力を2030年以降も利用継続・投資回収－日本特有

（火力発電設備、送電網、ガス配管、製造設備を温存）による“＋α”のコスト
① 2030年頃から化石燃料を漸減し、

水素、アンモニア、バイオマス混焼へ
② 2050年には水素、アンモニア、バイオマス専焼？
③ CO2排出直接回収除去、CCUS、メタネーション？

いずれも、技術的に未完成で高コスト。
商用化の目途はバイオマス以外にはたってない。

＊ＥＵ，米国シナリオにもあるのでは？
2030年半減、2050年実質ゼロ実現の柱は「省エネ」と「再エネ」

先進国の多くが2030年石炭火発のフェーズアウトに向かうなか、
新規の大型石炭・ガス火力設備を大量に保有する先進国は日本だけ

すべてのシナリオで2倍以上の理由 その２



基本政策分科会
2021.05.13
事務局資料から

化石燃料の使
用継続が前提



今回の高コスト試算の
要因はここに集約！

どのシナリオも化石燃料使用継
続を前提 無理な回収・貯留

(1)DACで回収が6割
大規模発電所・素材工場以
外で化石燃料が残る想定。
全ケースで未完成技術の
DACを約2億トン想定。

(2)CCUS
国内地中貯留先はわずか
毎年CO2約2.5億トンを海外
輸送。CCS+船舶コスト

(1000km程度)で11300円/t-CO2、
CO2約3.3億トンで最低4.5兆円。

(3)化石燃料輸入費5-10兆円

(4)計20兆円



化石燃料継続 未完成のCO2回収技術（大気･除去、地下貯留・利用）
設備建設コスト・運転コストも膨大
化石燃料調達コストも継続

• DAC（大気中からCO2を直接除去）

CO21トン回収に約1300kWh消費。
2億トンで2600億kWh（2015年の
発電量の約25%）。
その電力コストは約5兆円。

• 他は煙突から回収と推定される
(燃料費の2-3割に)

• CCUS

毎年CO2約2.5億トンを海外へ
輸送。

（CCS+船舶コスト(1000km程度
でも11300円/t-CO2）

CO2約3.3億トンで最低4.5兆円。

化石燃料＋DAC＋CCUS
試算ではなぜかコスト安

参考：「革新的技術は気候を救うか」伊与田昌慶(世界 2021，6）



1トンあたり1300kWhの電力。
2億トンで年2600億kWh
継続する限り、毎年必要。

これに要する電気代は、
小売価格20円/kWhでも5兆
円、30円/kWhだと7.5兆円。

化石燃料輸入コストも。



油田以外は以前より安い？

輸送費300km 国
内を想定？



現実性のない日本のＣＣＳ

27経産省資料から



以前の経産省の資料では



再エネ100％シナリオで４倍以上の理由
特別に高い2050年再エネコスト

• 技術革新がない場合 太陽光10-17円/kWh、風力11-20円/kWh、
技術革新がある場合 太陽光6-10円/kWh、風力8-15円/kWh
2050年でも現在の国際価格にも至らず。

• 導入が進むと条件が不利地となり、価格が高くなると主張。
導入による学習曲線は盛り込まれず。

• 根拠不明の「統合費用」を再エネのみに加算。



RITEの発電コスト想定
2050年でも現在の国際価格に至らず

0 5 10 15 20 25

太陽光普及

風力普及

太陽光技術革新

風力技術革新

統合費用

原子力

水素

石炭CCS

LNGCCS

CCS費用

発電コスト[円/kWh]

下限 上限



再エネコスト(IRENA,これまで)



系統統合費用
再エネにだけ追加。

(1)RITEの試算では、再エ
ネ100%ケース53.4円
/kWhからシステム費用
約16.5円をひいた残り
37円/kWhに。

(2)RITEが引用する東大・
エネ研分析では蓄電池費
用8円/kWh、送電線費用

(3)海外では？

(4)WWF試算では、
バッテリー費用、地域間
送電線、地域内送電線で
13.6兆円。単価は0.45
円/kWh



東大・エネ研分析とも整合せず（IGES資料から）
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 すなわち、図 2 の下図に表されているように、27 年間の異常気象にすべて
．．．

対応できるようにすると、その

期間に 2回ほど起きた事象に対応するため 5 TWh級の電池容量1が必要となる。この非常に稀な事象に対

応する低稼働率のストレージを大量に用意するという前提に立つため、コストが非常に高く試算されている。 

 蓄電池の kWhあたりのコストは、2050年時点において、RITE分析[1]では 150ドル/kWh（文献[8]では 100 

ドル/kWh）と仮定されている。上記の 5 TWhまで電池が必要とした場合 1、10年間の単純償却とすると、約

8円/kWhのコストとなることが計算できる。 

 RITE分析におけるシステム統合費用に関する部分は、東大-IEEJモデル推計に依存している。そのモデ

ル推計を説明した文献[12]においては、発電原価の内訳の中で、システム統合費用（図 3 では系統対策

費）が試算されている。再エネ 100％シナリオは、文献[12]の“Without nuclear×水素発電量 0 TWh”のケー

スに相当すると考えられるが、やはりバッテリーコストがその中で最大のものとなっている。大きさも上記のラ

フな計算 8円/kWh と同程度であることがグラフから読み取れる。 

図 3． IEEJ分析によるゼロ排出電源の各種シナリオにおける発電単価の内訳（CCS付き火力を除く）[12] 

 

 

 しかしながら、RITE 分析はこの IEEJ 研究を利用しつつも、システム統合費用を、合計で約 37 円/kWh と

推計しており、パラメタの設定値が少々異なるだけでは説明のつかない大きな差異が認められる。また、

RITE 分析で示された図 4 のシステム統合費用曲線がなぜ急峻な立ち上がりを示すのかという説明も不明

である。ナイーブに考えれば、蓄電池容量は、前述のように、約 5 TWh (8円/kWh)程度を上限とするであろ

うし、送電線費用にも上限があるはずである。太陽光・風力の出力抑制(curtailment)を費用計上したのであ

れば、それは十分な蓄電設備があるならば吸収できるであろう。 

 

 

1 文献[8]では 3.3±0.8 TWh と試算されている。これは 32%の確率で 3.3+0.8=4.1 TWh 以上の蓄電池が必要な曇天・

無風期間が起きる年が訪れ、4%の確率で 3.3+0.8´2=4.9 TWh 以上の蓄電池が必要な期間が起きる年が訪れることを

意味する。その意味で、5 TWhの蓄電池容量を用意することは 2σまでの異常気象への対応を行うことに相当する。 

なおこの Dark doldrumsは、広域で曇天/雨天と無風状態が継続する期間だが、この期間の発電量が必ずしもゼロにな

るわけではない。 
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の発電コスト想定[11]を参照し、バイオマス、水力、地熱発電の発電単価をそれぞれ 28.1 円/kWh、10.8 円

/kWh、10.9円/kWh とすると、全ての再エネ電源の発電単価の加重平均は 16.5円/kWh程度になる。推計

された電力コスト 53.4 円/kWh から発電原価 16.5 円/kWh を引いた約 37 円/kWh がこのケースでのシステ

ム統合費用ということになる。 

 ここで、この約 37 円/kWh の非常に大きなシステム統合費用が何に起因するのか、考えてみたい。システ

ム統合費用として本分析で考慮されているのは、リチウムイオン電池（150 ドル/kWh と想定）、既設揚水発

電（0.1 TWｈ程度）と水素貯蔵、さらに地域間連系線である。本分析のこの部分のベースとなっている東大-

IEEJモデルの論文[8]や基本政策分科会資料[12]を参照すると、このシステム費用の主要部分は、新規ストレ

ージ費用に由来するもののようである。いままで、再エネが大きな比率で電力システムに導入された場合、

何らかのバッファーとしてのストレージの必要性が議論されることが多かった。それは、時々刻々の電力

(kW)の需給をバランスさせるという 1 時間程度の時間スケールの技術的対応策であった。一方で、今回の

視点は、数日から一週間スケールの kWh の面からの需給バランスに基づくものとなっている。前者は再エ

ネ（とくに VRE）が発電容量の数十%レベルに達した場合に顕在化してくる課題であるが、後者は 100％に

近い場合に顕在化してくる問題であるといえる。以下、後者の問題を考えてみよう。 

 再エネ（とくに VRE）は、その出力が天候に依存する。1 年のうち一度か二度、風力・太陽光の発電量が

極めて小さくなる曇天・無風期間（“Dark doldrums”）が生じる（雨天の継続を含む）。太陽光や風力発電が

大量に導入された電力システムにおいては、この供給が極端に少なくなった期間に応じる対策をたててお

く必要がある。RITE分析が参照している IEEJ分析（文献[8], [12]）においては、そのほとんどを、リチウムイ

オンなどの電池や水素化設備で対応する前提がおかれている（その場合の容量は 3 TWh 程度であり、既

設揚水の規模は 0.1 TWh であるため揚水の効果は限定的となる）。1990–2017 年の実績気象データを用

いた場合、下図のような蓄電池の必要容量が試算されている： 

図 2． IEEJ分析における蓄電システムへの貯電量の年間推移（1.4 TWh と楕円の破線は筆者記入）[12] 
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最大費目のバッテリーも8円/kWh程度

田中 勇伍、松尾 直樹 「再エネ 100%シナリオは本当に「現実的ではない」のか? — 電力部門脱炭素化の実現のため、対策オプションの
幅を拡げよう 」



WWF試算 蓄電費用⇒EV中古バッテリーを活用

• WWF試算では、
1年8760時間の
アメダスデータ
より必要量を算出

• 電気自動車化で
中古バッテリーの
活用へ
【05/31・日経】JERA
「再エネ導入を促進」
トヨタと中古電池利用

• WWF試算における
設備費用は30年間
で3.6兆円

電力系統につなぐ

31

は揚水発電と協調して電力系統の安定性 維持す
。2030年100GWh、2050年には300GWh 想定した。2030

年までは新品が必要だが、以降は の廃棄に伴って放出さ
中古 利用、その費用は新品の1/5、出力は

80 が維持さ 。設備投資は3.6兆円、2030年以降は費用
が小さくな 。走行す EVが3690万台あ 、10年寿命とす と、
EV廃棄時に中古 が369万台 40 W 0.8 118GWh

が毎年放出さ 。電力安定化には十分な規模にな 。

WWFジャパン 脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ＜費用算定編＞から



WWF試算 地域間送電線建設費用 EVステーション、水電解装置

WWＦジャパン脱炭素に向けたエネルギーシナリオ提案<電力系統編＞から



WWF試算 地域内送電線建設費用



WWF試算における系統費用は1円/kWh未満

• RITEはモデルに1時間ごとの分析を組み込んでいないが、
WWFモデルではこれを組み込み、必要なバッテリー量と連系線容量を
試算。

ア バッテリー費用(2050年に300GWh)＋電気自動車バッテ
リーとその廃バッテリー 今後30年間で合計3.6兆円

イ EVステーションなど 2.3兆円

ウ 地域間送電線建設費用 今後30年間で3兆円余

エ 地域内送電線建設費用 今後30年間で7兆円

オ 計、30年で1６兆円（3.6兆円+2.3兆円＋3兆円+7兆円）

• 30年間の発電量合計 1兆kWh×30年の6割とみて
⇒ 系統費用は１円/kWh未満



洋上風力官民協議会の目標（事務局は経産省、国交省）

官民協議会目標は
2030-2035年で8-9円/kWh
ここの事務局は経済産業省と国土
交通省



世界での対応との比較
アイルランドやポルトガルは「電力網島国」

RITEの統合費用 vs 海外実績？

• 風力50%（デンマーク現状）の場合 約50円/kWh？

• 風力30%（アイルランド現状）の場合 約20円/kWh？

• 風力25%（ポルトガル現状）の場合 約15円/kWh？



RITE 原子力のコスト

• 最近の先進国の原発新設コスト
地震がほぼない米国、フランス、フィンランドの最近の3基でも5700〜8600
ドル/kWと高騰。

• 実際には日本は世界でもまれな地震多発国での立地。
福島第一原発事故後の対応で、再稼働原発でも、もとの資本費以外に、津
波対策費、追加安全対策費、特重施設対策費（テロ対策施設費）などで1基
3000億円以上追加コストを要する。

• RITEの試算 原発についてのみ、将来、コストが低減すると想定
先進国の安全対策強化、地震国日本の状況などを無視し、「将来は低減」
として4000ドル/kWに下がるとしている。

• 原発の「統合費用」は？
2020.12～2021.1の電力価格高騰の主因は関電原発全停止（当初計画外）に

詳細は、5.31 大島、松久保報告を参照





産業高温熱と船舶航空燃
料で水素はおそらく必
要。
DACCSは不要。そもそも
商用化できるかも不明。

電力部門は総額も単価も
削減の見込み。

再エネは導入すれば学習
曲線に従い製品コストは
低下。工事費も習熟で低
下。
RITE版再エネ100%は根拠
不明の計算。

水素は産業高温熱と船舶
航空燃料でおそらく必
要。優先順位は再エネ普
及が先。



経産省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
エネルギー基本計画審議におけるRITE2050年試算の位置付け？

• エネルギー基本計画審議で、経済産業省の外郭団体であるRITE(地球環境産業技術研究機
構)だけが2050試算を行うことになった。RITEはCCS調査機関でもある。

• 省エネも進まず、一次エネルギーは2015年比約2割減で人口減程度(BAUに近い)、
最終エネルギー消費は2015年比約3割減で、省エネは1割程度。

• 全てのシナリオで大量の化石燃料輸入を継続(年間約3-4億トン、現在の27〜36%。輸入
費も5〜7兆円?) 。
CCSを多用、回収は未完成技術のDAC(CO2を空気中から直接回収)が半分。
年間回収する約3-4億トンのCO2のうち、約2億トンを船で海外に輸出。

• 再生可能エネルギー100%(注:電力のみ)が最も高く、50円/kWhを超えた理由。

• 気候危機への確実な対応が求められる。国際的なサプライチェーンの再エネ要請や金融・
投資側からの脱炭素圧力を顧慮しない試算。

• 2050年脱炭素目標、2030年46%削減目標などで自治体・企業・地域などで脱炭素脱
化石燃料への関心の高まりに、省エネも再エネも高いと水を差すもの。
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気候ネットワーク2050カーボンニュートラルへの道筋との比較

気候ネットワーク RITE

• 石炭火力 新増設せず、 ・設備の利用を継続
2030年までに廃止

• ガス火力 新増設せず、 ・設備の利用を継続
2050年までに廃止

• 再エネ 2030年までに50％以上 ・2050年50〜60％でも趙高コスト
2050年までに100％

• 原子力 2030年までに全廃止 ・2050年10％では電気代高く、20％に

• 自動車ＥＶ化等 ・少ししか導入を見込まず

• 住宅・建築物,機器の効率規制 ・少ししか導入を見込まず

• 産業部門 効率向上、電化等 ・従来型を基本に

• カーボンプライシング ・実質的に逆プライシング

• 公正な移行 ・産業構造の転換を最小に

RITE試算は主観的・恣意的前提条件によるもの。2050年カーボンニュートラルに
向けたエネルギー基本計画の策定における科学的・経済的・社会的指針たりえない。


